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北海道における持続的な鉄道網の確立に向けて

北海道では、全国でも前例のない民間委託による複数空港の一体的運営の実現

を通じ、道内の航空ネットワークの充実や空港の機能強化を図るとともに、二次

交通の整備などにより、広域観光の振興や地域経済の活性化に繋げていくことを

目指した取組を自治体や関係団体が一丸となって進めています。

道内７空港の民間委託を契機として見込まれるインバウンドをはじめとする交

流人口の更なる拡大を、利便性の向上と二次交通の充実により、ＪＲ北海道の経

営安定と持続的な鉄道網の確立に向けて確実に取り込み、北海道が、我が国が目

指す観光立国の先駆けとなり、更なる発展を支えていきます。

一方、本道の交通ネットワークの現状は、高規格幹線道路の整備が全国に比べ

大幅に遅れており、また、バスやトラックの運転手不足が深刻化するなど、他県

に比べ極めて脆弱な状況にあることから、大量輸送機関である鉄道が果たす役割

が特に大きく、地域の活力を維持する上では、鉄道網を最大限活用していくこと

が不可欠であります。

しかしながら、道内交通ネットワークの骨格である鉄道事業を担うＪＲ北海道

においては、鉄道運輸収入が長期的に減少傾向にある中、収入の維持や人件費の

削減などにも努めているものの、超低金利下における経営安定基金の運用益の大

幅な減少に伴い、本来、鉄道施設の老朽化等の対応のため計画的に増額すべきで

あった修繕や設備投資などが行われてこなかったことから、近年、老朽化対策等

の投資が急激に増加していることなどを背景に厳しい経営状況が続いておりま

す。

こうした中、ＪＲ北海道は、平成２８年１１月に「単独では維持困難な線区」

を発表し、以降、北海道では、市町村や道議会等とともに、問題の解決に向け、

取り組んできているところであり、ＪＲ北海道が策定したアクションプランに基

づく各地域での取組をはじめ、平成３０年１２月には、官民連携による「北海道

鉄道活性化協議会」を設立し、鉄道をはじめとする公共交通機関の利用促進に向

け、各市町村、道内の企業や団体等に広く呼びかけ、地域の交通事業者や関係団

体などが一体となって、それぞれの地域の特色を生かした道民運動を展開してお

ります。

我々地域としては、しっかりとスクラムを組みながら、鉄道の利用促進の取組

を加速させるとともに、鉄道をはじめとする本道の公共交通ネットワークの充実

に向けて、オール北海道で取り組んで参る所存でありますので、国におかれては、

北海道新幹線の開業が予定されている２０３０年度を見据え、本道の持続的な鉄

道網の確立とＪＲ北海道の経営自立に向けて、所要の法改正も含め、真に実効あ

る支援策を講じていただくよう、お願い申し上げます。



記

１ 収益構造の安定化

ＪＲ北海道の経営は、鉄道運輸収入が長期的に減少傾向にある中で人件費の

削減を図るなど、一定の経営努力の成果が見られる一方で、超低金利下におけ

る経営安定基金の運用益の大幅な減少に伴い、計画的に実施されるべきであっ

た安全投資や修繕が大幅に増加し、経営赤字が拡大していることから、収益構

造の安定化を図ること。

（１）安定的な収益確保措置の実施

国鉄分割民営化に際し設けられた経営安定基金について、十分な運用益が

得られておらず、ＪＲ北海道の経営に大きな影響を及ぼしていることを踏ま

え、これまでの国の支援の効果を検証した上で、将来にわたり安定的な収益

確保が可能な実効ある支援策を講じること。

（２）継続的な支援の実施

２０３０年度に予定される北海道新幹線の札幌開業の効果が他の交通モー

ドとの連携などにより十分に発揮され、ＪＲ北海道の安定的な経営に寄与す

るまでの間は、ＪＲ北海道が行う安全投資や修繕に対し、継続的な支援を行

うこと。

２ コスト負担のあり方の見直し

貨物列車の走行にかかる線路使用料のスキームや国家的社会基盤である青函

トンネルの維持管理にかかる負担については、ＪＲ北海道の経営上、大きな負

担となっていることから、コスト負担のあり方について見直しを行うこと。

（１）貨物列車の走行にかかる負担軽減

本道においては、貨物列車の走行割合が他地域に比べて高く、ＪＲ北海道

にとって、貨物列車の運行に必要な設備投資や修繕費が大きな負担となって

いることから、荷主の負担などが増加することがないよう、十分配慮しなが

ら、適切な支援方策を検討し、ＪＲ北海道の負担軽減を図ること。

（２）青函トンネルの維持管理

北海道と本州を結ぶ唯一の陸路であり、国民生活にとって重要な役割を担

っている青函トンネルの国家的な存在意義を踏まえ、維持管理コストに対す

る国の支援の充実はもとより、全国的な交通・物流ネットワーク構築の観点

から、コスト負担の軽減を検討すること。

３ 北海道新幹線の整備促進

北海道新幹線の新函館北斗・札幌間について、より大きな新幹線効果を早期

に発現させるため、東京・札幌間の最大限の高速化に向けた検討等も含め、こ

れまで以上に整備を促進し、早期完成を図ること。

また、青函共用走行区間については、速度向上及び時間帯区分方式の拡大並

びに札幌開業を見据えた高速化のスケジュール等を早急に示すとともに、抜本

的方策による全ダイヤ高速走行の実現を早期に図ること。



４ 安定的な本州との物流網の構築

北海道新幹線の高速化に向けた検討に際しては、我が国における鉄道貨物輸

送の役割を十分踏まえ、北海道と本州間における持続的かつ安定的な物流の確

保を図るためのあらゆる方策を講ずること。

５ 他の交通事業者との連携

ＪＲ各社をはじめとする他の交通事業者から、人的支援、技術的支援、観光

分野の協力など連携が最大限図られるよう、助言等を行うこと。

６ 北海道の実情・役割を踏まえた支援スキームの構築

観光立国、食料安全保障、さらには、国土強靱化の実現など、北海道が我が

国の発展に貢献するための交通ネットワークの形成といった国家戦略的観点か

ら、新たな支援スキームを検討すること。

▶ 新千歳空港アクセス鉄道の抜本改良

新千歳空港駅のスルー化などにより、道内最大の空港へのアクセスを飛躍

的に高め、道南・道東からのアクセス改善はもとより、国の観光戦略や道内

空港の一括民間委託の効果拡大に大きく貢献。

▶ 都市間輸送の強化

北海道新幹線の札幌開業により、札幌と道北・道東の中核都市間を結ぶ鉄

道網の充実が図られることにより、道内各圏域間と東北圏とが一体となった

経済圏に発展。また、整備新幹線の基本計画路線などのあり方に関する調査

の実施や、特急高速化のための基盤整備、特急気動車の新造・改良により、

道内を鉄道で周遊するニーズやウポポイの開設等の新たな人の動きに対応。

７ 次世代を見据えた交通インフラの構築

人口減少や高齢化の進行などにより、地域交通を取り巻く環境が全国に比べ

一層厳しい状況にある本道において、持続的な鉄道網を確立し、最適な公共交

通ネットワークの確保を図るため、これまで蓄積してきた技術的知見はもとよ

り、ＩＣＴ技術の飛躍的な発展も見据え、次世代に向けた新たな交通体系の構

築を目指した実証実験を実施するなど、我が国における「チャレンジフィール

ド」としての役割を北海道が果たしていくことなども勘案し、本道の実情など

を踏まえた新たな支援スキームの構築を検討すること。
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